
1 7 年 国 調人

口
1 2 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

2 0 . 3 . 3 1
1 9 . 3 . 3 1
増  減  率

53,700 人
人
％

50,362
6.6

58,153 人
人56,674

2.6 ％

１７ 年 国 調区 　 分

377

1.4
第 １ 次

第 ２ 次
7,880

29.8

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

１２ 年 国 調

1.7

427

8,110

33.0

第 ３ 次
17,901

67.8

15,686

63.7
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

7,317,408

40,934 0.2

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

35.63

1,507

40,934 0.4
42,297 0.2

都 道 府 県 名

08

茨 城 県

団 体 名

2244

守谷市

市 町 村 類 型 Ⅱ－３

地方交付税種地 2 - 6

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自動車取得税交付金
軽油引取税交付金
地方特例交付金等

地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

9,991,703 57.4 9,368,038 90.3
234,388 1.3 234,388 2.3

42,297 0.4
22,862 0.1

456,254 2.6 456,254 4.4
- - - -
- - - -

103,173 0.6 103,173 1.0
- - - -

23,516 0.1 23,516 0.2

153,013 0.9 - -
- - - -

153,013 0.9 - -
11,097,167 63.8 10,320,489 99.5

13,241 0.1 13,241 0.1
159,875 0.9 - -
116,037 0.7 32,710 0.3
25,751 0.1 - -

1,531,668 8.8 - -
- - - -

825,527 4.7 - -
674,404 3.9 1,152 0.0

1,516 0.0 - -
1,020,666 5.9 - -
793,167 4.6 - -
452,033 2.6 6,225 0.1
689,200 4.0 - -

17,400,252 100.0 10,373,817 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

9,368,038

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水 利 地 益 税 等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

9,368,038 93.8 122,424

93.8 122,424
5,022,779 50.3 122,424

79,678 0.8 -
4,031,657 40.4 -

-

160,468 1.6

-

-
750,976

-

7.5 122,424

-

3,953,972 39.6

-

3,938,608 39.4

-

56,944 0.6
334,343 3.3

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

623,665 6.2

623,665 6.2
- - -
- - -

623,665 6.2 -

122,424

指 定 団 体 等

地 方 特 例 交 付 金
特 別 交 付 金

低 開 発

旧 産 炭

山 振
22,862

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現 在 高

財 政 再 建
指数表選定

財 源 超 過

52,543 0.3

×

×

×
0.2

×

52,543

○

×

×

○

-

×

○

○

区 　 　 　 　 分 平成 1 9年度 (千円 ) 平成 1 8年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

17,400,252 19,326,147
15,727,641 17,995,853
1,672,611 1,330,294
714,631 564,441
957,980 765,853
192,127 97,418
5,128 741,723
30,251 557,143
417,274 -
-189,768 1,396,284

平成１９年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員
うち技能労務員

教 育 公 務 員

消 防 職 員

臨 時 職 員

合 計

305 1,039,600 3,409

24 75,440 3,143

- - -

- - -

- - -

305 1,039,600 3,409

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

×

×

○

×

○

×

×

し 尿 処 理 ○

ご み 処 理 ×

火 葬 場 ○

○常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 15.04.01 8,000

副市区町村長 1 15.04.01 6,460

収 入 役 - - -

教 育 長 1 15.04.01 6,040

議 会 議 長 1 15.04.01 4,300

議 会 副 議 長 1 15.04.01 3,970

議 会 議 員 18 15.04.01 3,670

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 3,026,762 19.2 2,767,437 2,700,900 24.9
う ち 職 員 給 1,995,665 12.7 1,767,614 - -

扶 助 費 1,572,469 10.0 571,715 568,867 5.2
公 債 費 1,906,084 12.1 1,842,665 1,812,414 16.7

元 利 償 還 金 1,906,084 12.1 1,842,665 1,812,414 16.7
一 時 借 入 金 利 子 - - - - -

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

6,505,315 41.4 5,181,817 5,082,181 46.8
2,170,533 13.8 1,770,675 1,553,520 14.3

維 持 補 修 費 121,206 0.8 98,420 98,420 0.9
補 助 費 等 2,577,706 16.4 2,475,141 1,956,209 18.0

うち一部事務組合負担金 1,594,428 10.1 1,594,428 1,529,332 14.1
繰 出 金 899,711 5.7 842,752 725,697 6.7
積 立 金 16,459 0.1 - - -
投資・出資金・貸付金 30,661 0.2 9,657 - -
前年度繰上充用金 - - -

3,406,050 21.7投 資 的 経 費 1,762,860
34,360 0.2う ち 人 件 費 31,376

3,406,050 21.7普 通 建 設 事 業 費 1,762,860

0.5

7.3

29,027

2,252,332 14.3 1,719,724
災 害 復 旧 事 業 費

1,146,484 35,902

- - -
-失 業 対 策 事 業 費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

15,727,641 100.0 12,141,322

内
訳

経常経費充当一般財源等計

86.7

千 円

経  常  収  支  比  率

13,813,933

％ ％

13.3

(減収補てん債(特例分)
 及び臨時財政対策債除く)

平成18年度 (千円)

15.0

7,231,009

うち減収補てん債(特例分)

議 会 費

区  分 決 算 額 (Ａ)

174,714

構成比

1.1

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

174,714
総 務 費 1,865,653 11.9 20,962 1,665,911
民 生 費 4,042,254 25.7 595,344 2,518,425

1,013,794衛 生 費 6.4 - 955,742
労 働 費 101 0.0 - 101
農 林 水 産 業 費 204,010 1.3 22,833 184,584
商 工 費 73,008 0.5 - 61,777
土 木 費 3,011,209 19.1 2,147,747 1,744,887
消 防 費 941,958 6.0 2,650 936,404
教 育 費 2,494,855 15.9 616,514 2,056,112
災 害 復 旧 費 - - - -
公 債 費 1,906,084 12.1 - 1,842,665
諸 支 出 費 1 0.0 - -
前年度繰上充用金 - - - -

9,570,946

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 15,727,641 100.0 3,406,050 12,141,322

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合  計

下 水 道

上 水 道

工 業 用 水 道

交 通

国民健康保険

そ の 他

1,075,979
180,848
28,224

-
275,442

-

591,465

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 35,560
再 差 引 収 支 -30,175
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 8,375

被 保 険 者 数 ( 人 ) 16,766

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 87
国 庫 支 出 金 50
保 険 給 付 費 153

区 　 　 　 分 平成19年度 (千円)

9,570,946

基 準 財 政 収 入 額 7,681,183
基 準 財 政 需 要 額 7,402,993
標 準 税 収 入 額 等 10,081,577
標 準 財 政 規 模 10,081,577
財 政 力 指 数 1.02
実 質 収 支 比 率 9.1
経 常 一 般 財 源 等 比 率 98.1
公債費負担比率

-実質赤字比率 -

将来負担比率

-

積 立 金 財  調 1,904,209
減  債 1,802
特 定 目 的 1,848,401

地 方 債 現 在 高 18,317,615
う ち 政 府 資 金 14,960,202

（
支
出
予
定
額
）

物 件 等 購 入 7,026,053
保 証 ・ 補 償 -
そ  の  他 870,820
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 372,764
徴
収
率

現
年

計
98.5 94.6
98.3 94.8
98.6 94.1

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)

(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

う ち 補 助
う ち 単 独

うち臨時財政対策債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

1.00

債
務
負
担
行
為
額

21

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

- - - -
487,000 2.8 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

法 定 目 的 税

-

-

-法 定 外 目 的 税

9,991,703

- -

100.0

8.0
104.6

-
14.5
87.1 -

1,779,228
1,798

1,851,171
19,090,622
15,879,687

の 指 定 状 況

17.4実質公債費比率(％)

7,570,101
-

703,627
-
-

372,528
98.7 93.7
98.7 94.0
98.6 93.2

連結実質赤字比率(％)

×

×

健
全
化
判
断
比
率

0.2 29,027 0.3

9,416,027

90.8

旧 新 産

旧 工 特

３．実質公債費比率の平成18年度の数値は、平成18年度決算に基づく数値である。
４．平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で健全化判断比率を算定していない団体については、「－」としている。
５．特別職等の定数等については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「－」としている。

２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。


